






議案第１５号 

 

令和５年度  猪苗代町猪苗代地区財産区特別会計予算 

 

 令和５年度猪苗代町猪苗代地区財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９，０１６千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

 による。 

 

令和５年３月７日提出 

 

猪苗代町長 前 後  公  
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議案第１５号 

 

令和５年度  猪苗代町猪苗代地区財産区特別会計予算 

 

 令和５年度猪苗代町猪苗代地区財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９，０１６千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

 による。 

 

令和５年３月７日提出 

 

猪苗代町長 前 後  公  
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議案第１６号 

 

令和５年度  猪苗代町翁島地区財産区特別会計予算 

 

 令和５年度猪苗代町翁島地区財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，７２２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

 による。 

 

令和５年３月７日提出 

 

猪苗代町長 前 後  公  
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議案第１６号 

 

令和５年度  猪苗代町翁島地区財産区特別会計予算 

 

 令和５年度猪苗代町翁島地区財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，７２２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

 による。 

 

令和５年３月７日提出 

 

猪苗代町長 前 後  公  
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議案第１７号 

 

令和５年度  猪苗代町長瀬地区財産区特別会計予算 

 

 令和５年度猪苗代町長瀬地区財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１０，５４２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

 による。 

 

令和５年３月７日提出 

 

猪苗代町長 前 後  公  
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議案第１７号 

 

令和５年度  猪苗代町長瀬地区財産区特別会計予算 

 

 令和５年度猪苗代町長瀬地区財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１０，５４２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

 による。 

 

令和５年３月７日提出 

 

猪苗代町長 前 後  公  
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議案第１８号 

 

令和５年度  猪苗代町吾妻地区財産区特別会計予算 

 

 令和５年度猪苗代町吾妻地区財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１０，００２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

 による。 

 

令和５年３月７日提出 

 

猪苗代町長 前 後  公  
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議案第１８号 

 

令和５年度  猪苗代町吾妻地区財産区特別会計予算 

 

 令和５年度猪苗代町吾妻地区財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１０，００２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

 による。 

 

令和５年３月７日提出 

 

猪苗代町長 前 後  公  
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議案第１９号 

 

令和５年度 猪苗代町国民健康保険特別会計予算 

 

 令和５年度猪苗代町国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，５７０，５９０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 

 令和５年３月７日提出 

 

猪苗代町長 前 後  公  
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議案第１９号 

 

令和５年度 猪苗代町国民健康保険特別会計予算 

 

 令和５年度猪苗代町国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，５７０，５９０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 

 令和５年３月７日提出 

 

猪苗代町長 前 後  公  
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一般職（全体）

(１)　総括

報酬 給料 職員手当 計

（　　）

6

（　　）

6

（　　）

0

本年度 438 321 457 47 0 0 922

前年度 360 336 156 47 0 0 919

比　較 78 △ 15 301 0 0 0 3

本年度 0 3,794 2,404 252 2,411

前年度 0 4,052 2,685 234 2,676

比  較 0 △ 258 △ 281 18 △ 265

　備考　１　　　（　）内は、短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務

時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員

給    与    費

時間外勤務
手当

職員手当
の内訳

区分 児童手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当
職員退職

手当負担金

△ 2,900

職員手当
の内訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
給料の特別

調整額
管理職員特
別勤務手当

比　較 0 △ 1,935 △ 419 △ 2,354 △ 546

33,976

前年度 0 19,520 11,465 30,985 5,891 36,876

本年度 0 17,585 11,046 28,631 5,345

給　与　費　明　細　書

単位：千円

区  分 職員数 共済費 合計 備考
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一般職（全体）

(１)　総括

報酬 給料 職員手当 計

（　　）

6

（　　）

6

（　　）

0

本年度 438 321 457 47 0 0 922

前年度 360 336 156 47 0 0 919

比　較 78 △ 15 301 0 0 0 3

本年度 0 3,794 2,404 252 2,411

前年度 0 4,052 2,685 234 2,676

比  較 0 △ 258 △ 281 18 △ 265

　備考　１　　　（　）内は、短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務

時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員

給    与    費

時間外勤務
手当

職員手当
の内訳

区分 児童手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当
職員退職

手当負担金

△ 2,900

職員手当
の内訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
給料の特別

調整額
管理職員特
別勤務手当

比　較 0 △ 1,935 △ 419 △ 2,354 △ 546

33,976

前年度 0 19,520 11,465 30,985 5,891 36,876

本年度 0 17,585 11,046 28,631 5,345

給　与　費　明　細　書

単位：千円

区  分 職員数 共済費 合計 備考
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(１)　総括

報酬 給料 職員手当 計

（   ）

4

（   ）

4

（   ）

0

本年度 438 321 386 20 0 0 810

前年度 360 336 94 20 0 0 810

比　較 78 △ 15 292 0 0 0 0

本年度 0 2,817 2,404 252 1,755

前年度 0 3,132 2,685 234 2,032

比  較 0 △ 315 △ 281 18 △ 277

　備考　１　　　（　）内は、短時間勤務職員

(２)　給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額 備考

0

30 30

△ 2,055

昇給等に伴う増減 87

△ 593

通勤手当改正による増減 6

一般職（会計年度任用職員以外の職員）

給    与    費

その他増減分 △ 500

その他増減分

人事異動による増減

人事異動による増減

増減事由別内訳 説　　　明

特殊勤務
手当

管理職員特
別勤務手当

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

職員退職手
当負担金

単位：千円

期末手当

職員手当 △ 500

給与改定に伴う増減分 0

時間外勤務
手当

給料の特別
調整額

△ 3,131

給　料 △ 2,025

△ 2,055

1人

△ 2,0250 △ 500

職員手当
の内訳

区分 勤勉手当 寒冷地手当児童手当

4,64524,5329,703

12,804

0

職員手当
の内訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当

9,203 22,007

14,829

△ 2,525 △ 606

区  分 職員数

本年度

比　較

前年度

0 4,039

単位：千円

合計 備考共済費

29,177

26,046
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(３)給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与 単位：円

　　イ　初任給 単位：円

　 ウ　級別職員数

(　　　)
1

(　　　)
1

(　　　)

4

25.0

4
(　　　)

100.0

(　　　)

(　　　)

50.0

(　　　)
100.0

(　　　)

(　　　)

(　　　)(　　　)

(　　　) (　　　)

(　　　)

３　級

１　級

２　級

25.0
(　　　) (　　　)

(　　　)

３　級

(　　　)

計

２　級

(　　　)

(　　　) (　　　)
2

技　能　労　務　職

計

(　　　)

計
(　　　)

(　　　)

(　　　)

(　　　)(　　　)
50.0

(　　　)

(　　　)

(　　　)

(　　　)

級

(　　　)

(　　　)
25.0

５　級

４　級

３　級

１　級

(　　　)
25.0

(　　　)
1

(　　　)
1

技能労務職行　政　職区　　　　　　　　分

305,520

323,450

１　級

(　　　)
構成比（％） 職員数(人) 構成比（％）

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢（歳）

６　級
(　　　)

計

(　　　)
2

２　級

６　級

157,900

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在

211,820

230,260

33.75

39.00

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢（歳）

技能労務職

３　級

行政職

154,600

(　　　)

行　政　職区　分

高校卒

大学卒

国　　の　　制　　度

技能労務職

189,500

４　級

行　　政　　職

１　級

185,200

級 職員数(人)

５　級

区　　　　分

２　級

令和５年１月１日
現在

令和４年１月１日
現在

(　　　)

(　　　) (　　　)

(　　　)
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　（級別の基準となる職務）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　エ　昇給

職　 員　 数　    　(Ａ)　(人)

昇給に係る職員数　　(Ｂ)　(人)

　　オ　期末手当・勤勉手当

職　 員　 数　    　(Ａ)　(人)

昇給に係る職員数　　(Ｂ)　(人)

4

4

100.00

１　自動車
運転手
２　一般技
能職員の職
務
３　電話交
換手の職務
４　困難な
業務を行う
用務員の職
務
５　相当の
経験を必要
とする調理
員等の職務

１　相当の
技能又は経
験を必要と
する自動車
運転手の職
務
２　相当の
技能又は経
験を必要と
する作業を
行う一般技
能職員の職
務
３　相当の
技能又は経
験を必要と
する電話交
換手の職務

８号級　(人)

６号級　(人)

１　参事
２　各事務
部局の特に
困難な業務
を行なう課
長の職務

各事務部局
の課長、主
幹の職務

各事務部局
の課長補佐
の職務

区　　　　分 ６　　　　級 ５　　　　級 ４　　　　級

各事務部局
の定型的な
業務を行な
う主事の職
務

１　　　　級

(       )
2.25

4

4

１　各事務
部局の係長
の職務
２　各事務
部局の特に
高度の知識
又は経験を
必要とする
業務を行な
う主査の職
務

各事務部局
の高度の知
識又は経験
を必要とす
る業務を行
なう主事の
職務

３　　　　級

合　　計

１　用務員
の職務
２　調理員
等の職務
３　事務見
習又は技術
見習等の職
務

２　　　　級

区　　　　　　　分

技　能　労　務　職

行　　政　　職

行　政　職 技能労務職

代　表　的　な　職　種

本
年
度

100.00

4

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ) 　 (％)

備　　考

(       )
4.35

(       )
4.25

(       )
4.4

３級以上
5～20%加算

３級以上
5～15%加算

昨　年　度
(       )

2.05

(       )
2.15

 　６月（月分）
 支給率計
（月分）

国の制度 令和5年1月1日現在

(       )
2.125

(       )
2.225

令和5年1月1日現在

(       )
2.2

令和4年1月1日現在
３級以上
5～15%加算

 １２月（月分）

職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

4

６号級　(人)

支給期別支給率

100.00

前
年
度

4

4

4 4

4

４号級　(人)

４号級　(人)

4

100.00

２号級　(人)

号 級 数 別 内 訳

２号級　(人)

区　　分

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ) 　 (％)

本　年　度

８号級　(人)
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　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　キ　地域手当

　　ク　特殊勤務手当

　　ケ　その他の手当

     ３  「エ  昇給」の職員数欄には、再任用短時間勤務職員以外の職員数を記載すること。

     ４  「オ  期末手当・勤勉手当」の（　）内には、再任用職員の標準的な支給率を記載すること。

0.16

代表的な特殊勤務手当の名称

25.0025.00

行　政　職 技能労務職

税務等業務手当

0.16

区　　　　　　　　　　分

異 県準則に同じ

区　　　　分

扶　養　手　当

住　居　手　当

通　勤　手　当

同

県準則に同じ

差異の内容国の制度との異同

異

支給対象職員の比率（％）
（令和５年１月１日現在）

国 の 指 定 基 準 に
基づく支給率（％）

給料総額に対する比率（％）

そ の 他 の
加算措置等

定年前早期退職者特例措置
一定率１年当り2％を超えない範囲
内加算20％限度

平成30年1月1日以降

35年勤続の
者(月分)

支給対象職員数(人)

代　表　的　な　職　種

備考
20年勤続の
者(月分)

47.709

25年勤続の
者(月分)

47.709

33.27075

支給対象地域

平成30年4月1日以降33.27075

国の制度
(支給率等）

 支給率等

区　　分

24.586875

47.709
定年前早期退職者特例措置
一定率１年当り3％を超えない範囲
内加算45％限度

最高限度
（月分）

支 給 率 （ ％ ）

     ２  「ウ  級別職員数」の（　）内には、再任用短時間勤務職員について外書きすること。

全　　職　　種

24.586875 47.709

備考 １  「ア  職員１人当たり給与」は、再任用短時間勤務職員以外の職員について作成すること。



— 110 —

一般職（会計年度任用職員）

(１)　総括

報酬 給料 職員手当 計

（　　）

2

（　　）

2

（　　）

0

　

今年度 0 0 71 27 0 0 112

前年度 0 0 62 27 0 0 109

比　較 0 0 9 0 0 0 3

今年度 0 977 0 0 656

前年度 0 920 0 0 644

比  較 0 57 0 0 12

　備考　１　　　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要

する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員

(２)　報酬、給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額 備考

90 90

9

3

57

12

その他増減分

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

報　酬

職員手当
の内訳

その他増減分 81

通勤手当

退職手当負担金

時間外勤務手当

期末手当

職員手当 81

給与改定に伴う増減分

単位：千円

増減事由別内訳 説　　　明

給　料 90

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分 2人

その他増減分

時間外勤務
手当

職員退職手当
負担金

区分 児童手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当

2310 90 81 171

職員手当
の内訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
給料の特別

調整額
管理職員特別

勤務手当

比　較 60

7,930

前年度 0 4,691 1,762 6,453 1,246 7,699

本年度 0 4,781 1,843 6,624 1,306

単位：千円

区  分 職員数 共済費 合計 備考
給    与    費



一般職（会計年度任用職員）

(１)　総括

報酬 給料 職員手当 計

（　　）

2

（　　）

2

（　　）

0

　

今年度 0 0 71 27 0 0 112

前年度 0 0 62 27 0 0 109

比　較 0 0 9 0 0 0 3

今年度 0 977 0 0 656

前年度 0 920 0 0 644

比  較 0 57 0 0 12

　備考　１　　　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要

する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員

(２)　報酬、給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額 備考

90 90

9

3

57

12

その他増減分

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

報　酬

職員手当
の内訳

その他増減分 81

通勤手当

退職手当負担金

時間外勤務手当

期末手当

職員手当 81

給与改定に伴う増減分

単位：千円

増減事由別内訳 説　　　明

給　料 90

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分 2人

その他増減分

時間外勤務
手当

職員退職手当
負担金

区分 児童手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当

2310 90 81 171

職員手当
の内訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
給料の特別

調整額
管理職員特別

勤務手当

比　較 60

7,930

前年度 0 4,691 1,762 6,453 1,246 7,699

本年度 0 4,781 1,843 6,624 1,306

単位：千円

区  分 職員数 共済費 合計 備考
給    与    費



議案第２０号 

 

令和５年度 猪苗代町後期高齢者医療特別会計予算 

 

 令和５年度猪苗代町後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１９９，９１５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 

令和５年３月７日提出 

 

猪苗代町長 前 後  公  
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議案第２０号 

 

令和５年度 猪苗代町後期高齢者医療特別会計予算 

 

 令和５年度猪苗代町後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１９９，９１５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 

令和５年３月７日提出 

 

猪苗代町長 前 後  公  
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— 113 —



— 114 —



— 115 —



— 116 —



— 117 —



— 118 —



— 119 —



— 120 —



— 121 —



— 122 —



— 123 —



— 124 —



— 125 —



— 126 —



— 127 —



— 128 —





議案第２１号 

 

令和５年度 猪苗代町介護保険特別会計予算 

 

 令和５年度猪苗代町介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，８５７，９２８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 

令和５年３月７日提出 

 

猪苗代町長 前 後  公  
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議案第２１号 

 

令和５年度 猪苗代町介護保険特別会計予算 

 

 令和５年度猪苗代町介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，８５７，９２８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 

令和５年３月７日提出 

 

猪苗代町長 前 後  公  
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— 131 —



— 132 —



— 133 —



— 134 —



— 135 —



— 136 —



— 137 —



— 138 —



— 139 —



— 140 —



— 141 —



— 142 —



— 143 —



— 144 —



— 145 —



— 146 —



— 147 —



— 148 —



— 149 —



— 150 —



— 151 —



— 152 —



— 153 —



— 154 —



— 155 —



— 156 —



— 157 —



— 158 —



— 159 —



— 160 —



— 161 —



— 162 —



— 163 —



— 164 —



— 165 —



— 166 —



— 167 —



— 168 —



— 169 —



— 170 —



— 171 —



— 172 —



— 173 —
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一般職（全体）

(１)　総括 　

報酬 給料 職員手当 計

（　　）

7

（　　）

6

（　　）

1

本年度 738 615 211 0 0 0 440

前年度 618 309 185 0 0 0 439

比　較 120 306 26 0 0 0 1

本年度 180 4,433 2,896 265 2,802

前年度 0 3,926 2,513 214 2,589

比  較 180 507 383 51 213

　備考　１　　　（　）内は、短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務

時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員

児童手当

通勤手当
特殊勤務

手当
時間外勤務

手当
給料の特別

調整額
管理職員特
別勤務手当

寒冷地手当

職員手当
の内訳

区分 期末手当 勤勉手当

4,010

職員手当
の内訳

区分 扶養手当 住居手当

0 1,556 1,787 3,343

35,2495,570

区  分 職員数

前年度 0

本年度 0

給    与    費

比　較

合計 備考

39,259

18,886 10,793 29,679

667

給　与　費　明　細　書

33,022 6,23720,442 12,580

単位：千円

共済費

職員退職
手当負担金
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一般職（全体）

(１)　総括 　

報酬 給料 職員手当 計

（　　）

7

（　　）

6

（　　）

1

本年度 738 615 211 0 0 0 440

前年度 618 309 185 0 0 0 439

比　較 120 306 26 0 0 0 1

本年度 180 4,433 2,896 265 2,802

前年度 0 3,926 2,513 214 2,589

比  較 180 507 383 51 213

　備考　１　　　（　）内は、短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務

時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員

児童手当

通勤手当
特殊勤務

手当
時間外勤務

手当
給料の特別

調整額
管理職員特
別勤務手当

寒冷地手当

職員手当
の内訳

区分 期末手当 勤勉手当

4,010

職員手当
の内訳

区分 扶養手当 住居手当

0 1,556 1,787 3,343

35,2495,570

区  分 職員数

前年度 0

本年度 0

給    与    費

比　較

合計 備考

39,259

18,886 10,793 29,679

667

給　与　費　明　細　書

33,022 6,23720,442 12,580

単位：千円

共済費

職員退職
手当負担金
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(１)　総括

報酬 給料 職員手当 計

（   ）

5

（   ）

4

（   ）

1

本年度 738 615 70 0 0 0 400

前年度 618 309 63 0 0 0 400

比　較 120 306 7 0 0 0 0

本年度 180 3,436 2,896 265 2,133

前年度 0 2,986 2,513 214 1,931

比  較 180 450 383 51 202

　備考　１　　　（　）内は、短時間勤務職員

(２)　給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額 備考

0

163 163

1,308

昇給等に伴う増減 533

859

通勤手当改正による増減 7

扶養異動等による増減 300

職員退職手
当負担金

職員手当
の内訳

区分 児童手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当

職員手当
の内訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
給料の特別

調整額
管理職員特
別勤務手当

時間外勤務
手当

0

比　較 0 1,471 1,699 3,170

前年度 0 14,093 9,034 23,127 4,509

31,248

人事異動による増減

27,636

442 3,612

区  分 職員数 共済費 合計 備考

昇給に伴う増加分

給　料 1,471

本年度 15,564

職員手当 1,699

給与改定に伴う増減分 0

その他増減分 1,699

単位：千円

その他増減分 1,308

給与改定に伴う増減分

給    与    費

10,733 26,297 4,951

増減事由別内訳 説　　　明

人事異動による増減

単位：千円

2人

一般職（会計年度任用職員以外の職員）
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(３)給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与 単位：円

　　イ　初任給 単位：円

　 ウ　級別職員数

(　　　) (　　　)
3 60.0

(　　　) (　　　)

６　級
(　　　)

(　　　)

(　　　) (　　　)

(　　　)
1

５　級
(　　　)

25.0
(　　　) (　　　)

(　　　)

計

１　級 １　級

計

1 25.0
(　　　) (　　　)

4 100.0

３　級

(　　　) (　　　)
2 50.0

(　　　)

３　級
(　　　)

技　能　労　務　職

(　　　)
３　級

1

職員数(人)

(　　　)

(　　　)
20.0

構成比（％）

２　級

(　　　)
5

４　級

1
(　　　)

(　　　)
１　級

３　級

(　　　)

(　　　)
２　級

(　　　)

(　　　)

(　　　)

１　級

計
100.0

職員数(人)構成比（％） 級

(　　　)

(　　　)

高校卒

大学卒

154,600

185,200

令和５年１月１日
現在

(　　　)

４　級

(　　　)

技能労務職行　政　職区　　　　　　　　分

292,000

312,550

35.75

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢（歳）

平均給料月額

平均給与月額

技能労務職

平均年齢（歳）

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在

行　政　職区　分

257,340

280,920

36.10

行政職

国　　の　　制　　度

技能労務職

(　　　)

20.0

157,900

189,500

(　　　)

行　　政　　職

６　級

５　級

級
(　　　)

(　　　)

令和４年１月１日
現在

(　　　)

２　級 ２　級

計

区　　　　分

(　　　) (　　　)

(　　　) (　　　)

(　　　)
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　（級別の基準となる職務）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　エ　昇給

　　オ　期末手当・勤勉手当

行　　政　　職

１　参事
２　各事務
部局の特に
困難な業務
を行なう課
長の職務

各事務部局
の課長、主
幹の職務

各事務部局
の課長補佐
の職務

１　各事務
部局の係長
の職務
２　各事務
部局の特に
高度の知識
又は経験を
必要とする
業務を行な
う主査の職
務

各事務部局
の高度の知
識又は経験
を必要とす
る業務を行
なう主事の
職務

６　　　　級 ４　　　　級区　　　　分 ５　　　　級 ２　　　　級

技　能　労　務　職

技能労務職

5

１　自動車
運転手
２　一般技
能職員の職
務
３　電話交
換手の職務
４　困難な
業務を行う
用務員の職
務
５　相当の
経験を必要
とする調理
員等の職務

１　用務員
の職務
２　調理員
等の職務
３　事務見
習又は技術
見習等の職
務

合　　計

３級以上
5～15%加算

令和5年1月1日現在

３級以上
5～15%加算

令和4年1月1日現在

令和5年1月1日現在

３　　　　級

１　相当の
技能又は経
験を必要と
する自動車
運転手の職
務
２　相当の
技能又は経
験を必要と
する作業を
行う一般技
能職員の職
務
３　相当の
技能又は経
験を必要と
する電話交
換手の職務

１　　　　級

各事務部局
の定型的な
業務を行な
う主事の職
務

代　表　的　な　職　種
区　　　　　　　分

5

本
年
度 号 級 数 別 内 訳

２号級　(人)

６号級　(人)

８号級　(人)

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ) 　 (％)

(       )
4.25

(       )
2.05

(       )
2.125

(       )
4.35

(       )
4.4

３級以上
5～20%加算

(       )
2.15

(       )
2.25

(       )
2.225

 １２月（月分） 　６月（月分）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ) 　 (％)

昇給に係る職員数　　(Ｂ)　(人)

支給期別支給率

100.00

区　　分
 支給率計
（月分）

備　　考
職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

4

100.00

5

4４号級　(人)

８号級　(人)

4

職　 員　 数　    　(Ａ)　(人) 4

４号級　(人)

前
年
度

職　 員　 数　    　(Ａ)　(人)

６号級　(人)

100.00

行　政　職

5

4

100.00

4

号 級 数 別 内 訳

昨　年　度

国の制度

本　年　度

(       )
2.2

昇給に係る職員数　　(Ｂ)　(人)

5

２号級　(人)

5
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　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　キ　地域手当

　　ク　特殊勤務手当

　　ケ　その他の手当

     ３  「エ  昇給」の職員数欄には、再任用短時間勤務職員以外の職員数を記載すること。

     ４  「オ  期末手当・勤勉手当」の（　）内には、再任用職員の標準的な支給率を記載すること。

国 の 指 定 基 準 に
基づく支給率（％）

35年勤続の
者(月分)

20年勤続の
者(月分)

行　政　職

給料総額に対する比率（％）

技能労務職
全　　職　　種区　　　　　　　　　　分

代　表　的　な　職　種

異 県準則に同じ

区　　　　分

扶　養　手　当

住　居　手　当

通　勤　手　当

同

異 県準則に同じ

差異の内容国の制度との異同

支給対象職員の比率（％）
（令和５年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

平成30年4月1日以降

平成30年1月1日以降

最高限度
（月分）

33.27075

33.27075

そ の 他 の
加算措置等

備考

47.709

47.709

47.709

47.709

定年前早期退職者特例措置
一定率１年当り2％を超えない範囲
内加算20％限度

25年勤続の
者(月分)

国の制度
(支給率等）

 支給率等

区　　分

24.586875

24.586875

支 給 率 （ ％ ）

支給対象地域

備考 １  「ア  職員１人当たり給与」は、再任用短時間勤務職員以外の職員について作成すること。

     ２  「ウ  級別職員数」の（　）内には、再任用短時間勤務職員について外書きすること。

支給対象職員数(人)

定年前早期退職者特例措置
一定率１年当り3％を超えない範囲
内加算45％限度
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一般職（会計年度任用職員）

(１)　総括

報酬 給料 職員手当 計

（　　）

2

（　　）

2

（　　）

0

今年度 0 0 141 0 0 0 40

前年度 0 0 122 0 0 0 39

比　較 0 0 19 0 0 0 1

今年度 0 997 0 0 669

前年度 0 940 0 0 658

比  較 0 57 0 0 11

　備考　１　　　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要

する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員

(２)　報酬、給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額 備考

85 85

19

1

57

11

報　酬

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他増減分

通勤手当

時間外勤務手当

期末手当

職員手当 88

給与改定に伴う増減分

その他増減分 88

2人

その他増減分

単位：千円

増減事由別内訳 説　　　明

給　料 85

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

給料の特別
調整額

管理職員特別
勤務手当

時間外勤務
手当

職員手当
の内訳

区分 児童手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当
職員退職手当

負担金

職員手当
の内訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当

比　較 0 85 88 173 225 398

8,011

単位：千円

前年度 0 4,793 1,759 6,552 1,061 7,613

本年度 0 4,878 1,847 6,725 1,286

区  分 職員数 共済費 合計 備考
給    与    費

退職手当負担金


	空白ページ

